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 ここに上梓するのは『医療と法』と題するプロジェクト研究の報告書（第２０９集）
である。「医療と法」に関する研究は、もともと行政法による医療に対する規制的側面
が強いが、憲法・刑法的な観点から患者の人権をいかに保護するのか、また診療という
取引の過程において医師と患者の関係をいかに構築するのか、さらには社会保障の全体
の中で医療をどのように位置づけるかという全体的・総合的観点から行われる必要があ
る。このように「医療と法」に関する研究は、公法的研究・私法的研究・社会法的研究
の集積でなければならないが、今日までその研究の方法は確立していない。 
このような状況の中でわたしは医事法研究の方法として統合的医事法の確立を提唱し
ている。この提唱は２００４年に刊行されたわたしの還暦祈念論文集『医事法の方法と
課題』（信山社）において発表されたものであるが、同時に２００７年からはわたしの
著書『医療の法律学（第３版）』（有斐閣）の中にも採用されている。このような方法
の提示は既に１９９６年、ミュンヘンで開かれたドイツ医事法学会で報告したわたしの
講演を嚆矢とするものであるが、そこでは世界の共通認識としての「統合的な医事法」
の提唱と確立が意図されていた。その後わたしの著書は韓国・中国でも翻訳されており、
統合的医事法はほぼ世界的な方法論として定着しているものと考えている。 
このような研究状況の中において本報告書が『医療と法』という表題を冠するのはい
ささか羊頭狗肉の感がしないでもないが、本プロジェクト参加者の新たな観点から医療
問題を考える法学（私法）的視点を見出したいとの心意気を尊重することにした。 
第一論文は成年後見法の定着の渦中にあって成年身上監護の全体像を析出したもので
ある。もともと後見制度は制限された行為能力者（当時は行為無能力者と言っていた）
の財産管理制度として発展してきたことから、身上監護の問題は対象とされていなかっ
た。これは法の不備であるが、時代の要請に合わせて新しい成年後見法が制定されたこ
と（１９９９年）、さらにはやがて全人口の４分の１を占める高齢社会の到来とともに、
財産管理のみならず身上監護の重要性が指摘されなければならない経緯がある。これを
どのようにして法の不備にもかかわらず実現するのかが現下の最大の問題であり、同時
にそれは「法と医療」の狭間問題を考える不可欠の検討事項と言わなければならない。 
第２論文はそれを前提として、より具体的な問題の解決を探るものとして医療行為に
おける代諾を検討する。医療において患者の自己決定権は当然のことと考えられるが、
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自分で決定できない患者は医療の恩恵を受けることができないのであろうか。 
そんなことはありえないのであり、国民は自己決定できるか否かに関わらず医療の恩恵
を受けることができなければならない。このとき自己決定権の基になる自己決定意思（意
志）は尊重されなければならないとしても、それだけでは足りないことになる。 
そこで患者本人に代わって意思表示できる仕組みが考えられなければならない。これ
を代諾制度という。ところが民法における意思表示制度は法律行為の前提となる財産の
処分能力として構築されているため、医療における自己決定（承諾）能力やさらには身
上監護における自己決定能力としては考えられていない。このため自己決定能力の緩和
が必要となり、これを誰かが代行できるシステムが必要となる。このことから第２論文
はドイツの代諾制度を参考にしながら日本の法的問題点を考えようとしている。この意
味で「法と医療」の問題解決に向けた一歩が踏み出せたのではなかろうか。 
もちろん「法と医療」の中でも医療同意に関する問題点が大きいので今回の報告はこ
れを中心にした。副題により限定を試みたしだいである。 
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